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は　じめに
　西ドイツにおける部分原価計算は、アメリカからの強い影響を受けながらも、独自の伝統的理論を
背景として展開されてきている。その過程においては、様々な原価計算システムが提唱され、検討が加
えられている。本稿で取り上げる「段階的固定費回収計算（stufenweise　Fixkostendeckung）」も、
そうした原価計算システムの1つであり、アクテ（Agthe，　K）とメレロビッツ（Mellerowicz，　K）
を中心に提案されたものである。
　この計算システムは、固定費を1つのブロックとして一括して取り扱う従来の直接原価計算に対す
る批判から考案されたものであり、固定費を段階的に処理しようとするものである。その際には、主
として帰属計算可能性の観点から、固定費を（1）製品固定費、（2）製品グループ固定費、（3）原価部門固定
費、（4）領域固定費および（5）企業固定費の5つに区分するのである。そして、売上高から直接費を控除
した限界利益から、順次、製品固定費、製品グループ固定費、原価部門固定費、領域固定費、企業固
定費を控除して純利益を計算する。このような計算方法を用いることによって、従来の直接原価計算
に比して有効な意思決定がなされるというのである。
　そこで本稿においては、この段階的固定費回収計算の基本構造を明確にするとともに、この計算シ
ステムが、実際に有効な情報を提供しえるのか否かを検討していくことにする。なお、その際本稿で
は、アクテの主張を中心に取り上げながら論を進めていく1）。
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1　段階的固定費回収計算の基本構造
　アクテは、企業の固定費全体を1つのブロックとし丁取り扱う従来の直接原価計算を批判し、固定
費を、
　（1）帰属計算可能性（Zurechenbarkeit）
　（2）支出作用性（Ausgabenwirksamkeit）
という2点から区分するところの、段階的固定費回収計算を提案した。ただし、その際、支出作用性
に基づく区分は、帰属計算可能性に基づく区分を基礎として行なわれるものであるので、アクテの主
張の主眼は、帰属計算可能性に基づく固定費の区分にあると考えられる。そこで、まず、帰属計算可
能性に基づく区分について考察していきたいと思う。
　アクテは、直接原価計算における固定費の取り扱いに対して次のように述べている2）。
　　「ある特定の製品種類のために設置される生産設備の資本コストと、守衛の給料とを、同じ固定
　費ということで、いっしよくたんに扱うことは合目的的ではない。生産設備の固定費の方が、守衛
　の給料よりも特定の製品に対して間違いなく密接な関係を有している。両者とも固定費であるとい
　う事実から、同じ計算上の取り扱いがなされるということにはならない。もしそうするならぽ、原
　価の操業度への依存性と製品への帰属計算可能性という、2つの全く異なった問題が混同されてし
　まう。」
　そこで、アクテは、「固定費の計算は、原価の性格というよりは、むしろ特定の製品種類あるいは
製品グループに対する帰属計算可能性によって決定されるべきである」3）として、固定費を帰属計算可
能性の面から、次の5つのブロックに区分することを提案し、その各々に説明を加えている4）。
　（1）製品固定費（Erzeugnisfixkosten）
　これは、特定の製品種類の開発、生産、販売を通じて発生せられるものであり、その製品種類に直
接的に帰属計算可能なものである。ただし、ここでいう帰属計算可能ということは、製品単位に対し
てということではなく、ある一定期間において製造された全体数量に対して可能であるということで
ある。そして、製品固定費の具体例としては、ある1つの製品の製造にのみ役立つ生産設備あるいは
建物の資本コスト、特定の製品種類にのみ用いられた開発費等が挙げられる。
　（2）製品グループ固定費（Erzeugnisgruppenfixkosten）
　これは、ある1つの製品グループにのみ直接的に帰属計算可能な固定費である。たとえば、テレビ
といった1つの製品グループに対する研究開発費、特定の製品グループにのみ必要とされる生産設備
や建物の資本コスト等がこの例である。
　（3）原価部門固定費（Kostenstellenfixkosten）
　これは、特定の製品種類や製品グループの製造に関連して発生するのではなく、特定の原価部門に
ついて発生するものである。つまり、当該原価部門に直接的に帰属計算可能なものである。この例と
しては、かなりの原価負担者によってさまざまな程度において必要とされる、ある1つの原価部門の
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職長や工場記録係の給料および資本コスト、空間費が挙げられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一1　段階的固定費回収計算の
　（4）領域固定費（Bereichsfixkosten）　　　　　　　　　　　　　　　　シェ＿マ（1）
　これは、1つの原価部門についてではなく、原価部門のグループ　　　　　製品貢献差益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一製品固定費もしくは1つの領域に対してのみ直接的に帰属計算可能なものであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残余貢献差益1る。この例としては、特に、管理領域や販売領域の固定費が挙げら　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一製品グループ固定費
れる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残余貢献差as　ll
　（5）企業固定費（Unternehmungsfixkosten）　　　　　　　　　　　一原価部門固定費
　これは、企業全体の配分不可能な固定費残額であり、企業管理の　　　　　残余貢献差益皿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一領域固定費　・原価や、警備員、守衛といった工場警備の原価である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残余貢献差益N　以上、アクテの説明に従って、固定費の5つのブロックへの区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一企業固定費
の方法をみてきたわけだが・この計算は・実際には図一1のような　　　　　純利益
シェーマで行なわれることになる。
　そこで、段階的固定費回収計算は実際どのように行なわれるのか、アクテの設例に従ってみていき
たいと思う。
　いま、ある企業が、A、　B、　C、　Dという4つの製品種類を製造・販売していると仮定する。この
うち、AとB、　CとDとは同じ製造グループであり、販売組織も同様に分離されている。その際の一
定期間における4つの製品種類の直接製造原価および貢献差益等に関する資料は、表一1のとおりで
ある5）。なお、例示を容易にするために、生産量と販売量とは等しいと仮定する。
　いま、この企業の固定費総額を56，100DMと仮定するならぽ、企業の純利益は、
　　66，200DM－56，100DM＝10，100DM
となる。そしてこれが、従来の直接原価計算の純利益の算定方法である。
　それに対してアクテは、表一2のように、原価ブロックごとの計算を実施するのである。なお、（）
内の額は短期的に支出を伴う固定費を示している。表一2からもわかるように、段階的固定費回収
計算を実施することによって、一見良好と思われる製品C（純売上高に対する貢献差益の割合61％）
　　　　　　　　　　　　　　　　表一1　製品種類別貢献差益の計算
原　価　負　担　者
A　B　C1・計
個　　　　　　　　数
P　位　当　り　価　格
10，000@520，000@25，000@830，000@1 65，000@一総　　売　　上　　高
ｼ　接　販　売　費
50，000
P，000
40，000
@500
40，000
P，500
30，000
@800
160，000
R，800
純　　冗一　上　高149，000　39，500138，500129，2001・56，200
単当位り直接製造原価 ［　31　1．50【　3［　0．50［　　一
総直接製造原価 130，000130，000　・5，000115，000t　gO，000
貢　　献　　差　　益
ヴэ纃bﾉ対する％
19，000
R9％
9，500
Q4％
23，500
U1％
14，200
S9％
．　661200．
@42％
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表一2　段階的固定費回収計算（1）
原 価　　負 担　　者 群
1 1 H
総　　　計
原 価 負　　担
?
A 1・ 1・ 1・
製品貢献差益 19，000 9，500 23，500 14，200 66，200
製品固定費 5，000 10，000 8，000 23，000（3，000）
残余貢献差益 14，0001　9，50013，5001　6，200 43，200｝ 一23，500 19，700製品グループ 5，000 8，000 13，000固　　定　　費 （3，000） （4，000）
残余貢献差益 18，500 11，700 30，200
領域固定費 3，100 7，000 10，100（2，500） （5，000）
残余貢献差益 15，400 4，700 20，100
企業固定費 10，000（7，000）
純　　利　　益 i　・・，…
と製品D（同49％）とが、その高い固定費発生のために、製品Aと製品Bよりも一般的な企業固定費
の回収のため、また利益の達成のために、はるかに貢献していないことがわかる、とアクテは説明す
るのである。
　以上、固定費の帰属計算可能性に基づく区分をアクテの提案に従ってみてきたわけだが、先にも述
べたように、アクテは、この区分にひき続いて固定費の支出作用性に基づく区分を行なうことを次の
ように述べている6）。
　　「直接的な帰属計算可能性に基づく固定費ブロックへの区分とともに、支出作用的固定費と支出
図一2　段階的固定費回収計算のシェーマ
　　　（皿）
製　品　貢　献　差　益
．「　　支出作用的製品固定費
　　支出作用的製品グループ固定費
　　支出作用的原価部門固定費
　　支出作用的領域固定費
　　支出作用的企業固定費
非作用的固定費への区分を行なうことができる。前者の
区分が、主として原価回収の際に発生原因の視点を考慮
に入れようとしているのに対して、後者の区分は、流動
性の視点のもとで優先される確実性の原則に基づいてい
る。」
この支出作用性に基づく固定費の区分は、図一2のよう
残　余　貢　献　差　益
純　利　益
なシェーマで行なわれ、表一3のように示される7）。
　ところで、アクテは、こうした段階的固定費回収計算の
実施に対して次の5つの前提を挙げている8）。
　（1）直接製品原価（その定義に基づき比例費）と固定費
　　とを決定すること。ただし、直接製品原価は、製造原
　　価からのみ構成されるのではなく、製品単位の販売を
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表一3　段階的固定費回収計算（皿）
製　　品　　貢　　献　　差　　益
支出作用的製品固定費
19，000 9，500 23，500 14，200
3，000
66，200
3，000
残　　余　　貢　　献　　差　　益
支出作用的製品グループ固定費
19，000　1　9，500
瀬　　3，000
23・・巴11，…
31：199
63，200
7，000
残　　余　　貢　　献　　差　　益
支出作用的領域固定費
25，500
2，500
30，700
5，000
56，200
7，500
残　　余　　貢　　献　　差　　益
支出作用的企業固定費
23，000 25，700 48，700
7，000
残　　余　　貢　　献　　差　　益 41，700
その他の支出非作用的製　品　固　定　費
@　　　　製品グループ固定費
@　　　　領　域　固　定　費
@　　　　企　業　固　定　費
?????，??????? 10，0001　5，000
@4，000
@2，000
@　一
20，000
U，000
Q，600
R，000
純　　　利　　　益1 10，100
　通じて直接発生する販売費といったものも加えねぽならない。
（2）固定費ブロック全体を、上述した固定費種類に区分すること。その際、まず第1に、帰属計算
　可能性という視点のもとで固定費を区分すること。このためにも、固定費について明確な証愚が
　必要である。というのも、固定費を一定共通のるつぼに入れてしまうと、再びそこから分離させ
　ることが非常に困難となるからである。
（3）製品固定費と製品グループ固定費に対して原価部門表において特別な欄を設定し、そこでこれ
　ら原価種類が直接ないしは配賦の方法によって、その帰属する原価部門からそれに応ずる原価負
　担者欄に把握されるようにしておくことが合目的的である。
（4）その他の直接的に製品種類ないし製品グループに帰属されえない固定費は、それが直接的に特
　定の原価部門に負担させうるかどうかを確かめる必要がある。様々な固定費の個々の原価部門へ
　の帰属が配賦なしには不可能である場合には、それらの固定費の非常に大きな部分は、特定の原
　価領域に直接的に帰属させることができる。さらにここで残った固定費が一般的企業固定費とな
　る。
（5）固定費ブロック全体を個々の固定費種類に区分することは、企業の固定費の帰属の綿密な分析
　を必要とする。・Cの過程において、支出作用的固定費と支出非作用的固定費とを分類すること．
　は、困難なことではなかろう。　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　・・’
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　しかしながら、この5つの前提に対しては、後に詳述するところであるが、ヴィレ（Wille．　F）に
よってほとんど理解しえないものであると批判されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！　ll　段階的固定費回収計算の必要性
，では、以上みてきた段階的固定費回収計算はどgような必要性から考え出され、そしてまた、他のL
原価計算システム（特に、伝統的全部原価計算といわゆる直接原価計算）に比してどのような有効性
があるのかについて考察していきたいと思う。
・アクテは・：咽麟の分析とその雑原因および服計即能性に基づく区分は・市a’SUteこ対す…
る企業の弾宕性に関して有意義な説明を与える」9）として、段陛的固定費甲収計算の必要性を説明して
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　確かに、固定費配賦が増大してくると企業の弾力性が減少’してくるので、固定費回収の問題は、企：
業の意思決定に対して非常に決定的な要因となる。とりわけ、新しい固定費の発生には最大の注意が・
払われる。つまり、企業家は、追加的給付の総売上高が追加的投資によって発生させられる固定費を；
償うことができるかどうかを検討する。この場合、新しく発生する月次もしくは年次固定費額はほぼ
正確に見積ることができるが、付加巾総売上高の予測にはかなりの不確実性が伴う。しかしながら、，
いかなる企業も、固定費発生原因あるいは固定費回収可能性を検討することなしに、新たに投資を決、
定することはできない。というのも、投資を行なったことによって発生した固定費を短期的に回収す
ることは非常に困難であり、かつまた損失なしには中止しえないからである。こうした説明を通じ、
アクテは、投資を行なう以前に綿密な固定費に関する検討が必要であると述べている10）。
　このことは、確かに、固定費に対する注意を喚起するという点において間違いのないことである
が、固定費を段階的に区分するということの必要性に対しては積極的な意味を持たない。
　そこで、アクテは、具体例を挙げてある製品の増産やまたある製品の販売の促進に関する決定が、
ただ単にその製品の貢献差益に基づいてなされるのではなく、当該製品の製造と因果関係にある固定
費の考慮のもとでなされなければならないということを示した11）。
　それによると、いま、前述した具体例の製品Dの生産にあたって月8，000DMの固定費を伴う特別
の生産設備が必要であると仮定してみる。企業家は、投資を行なう前に、製品の月次の見積総売上高
が少なくともこの追加的な固定費を回収することが可能かどうかを検討するであろう。いま、製品の
月当りの販売量を30，000個とし、単位当りの価格を1DMとする。純売上高は、直接販売費800DM
を差引いた29，200DMとなる。単位当りの直接製品原価は0．5DMで、30，000個の場合には15，000D
Mであるから貢献差益は14，200DMとなり、これは純売上高の49％である。この場合、企業家はこの
投資を実行する。というのも、この額は製品固定費8，000DMを十分に回収し、残りの6，200DMが
企業のその他の固定費の回収と利益の獲得とに貢献するからである。しかしながら、ここで用いた数
値（直接製造原価、価格、販売数量）はすべて予測に基づいたものである。もしこの見積りが誤って
いたならばどうなるであろうか。仮に販売数量が半分の15，000個になったとするならぽ、その時の計
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算は次のように行なわれる6
総　　売　　上　　高
一直　接　販　売　費
15，000DM
　400DM
純　　売　　上　　高
一直接製造原価
14，600DM
7，500DM
貢　　献　　差　　益
純売上高に対する割合
7，100DM
　　49％
　この7，100DMという額は、当然のことながら製品固定費8，000DMを回収しきれない。このよう
に、総括的固定費回収計算（いわゆる直接原価計算）だけでは何ら適切な情報を与えない。というの
も、純売上高に対して49％という数字だけから判断するならぽ、製品Dの生産を促進した方がよい
といった印象を持ちかねないからである。以上のような説明を通じて、アクテは次のように述べてい
る12）。
　　「段階的固定費回収計算を通じて得られた正確な原価回収に関する知識を用いることによって、
　企業家は、製品の製造をさらに促進するかどうか、あるいは製品計画からその製品を取り除くこと
　が適切であるかどうかといった問題に対して、正しい判断を下すことができるのである。」
　このようにアクテは、固定費を段階的に取り扱うことの必要性を述べているのである。しかしなが
ら、いままでみてきた必要性は固定費の帰属計算可能性に基づく区分の必要性であり、固定費の支出
作用性に基づく区分の必要性に対する答えにはなっていない。その点に関して、アクテは、供給価格
形成という面からの固定費の支出作用性に基づく区分の必要性を論じている13）。
　アクテは、原価計算が供給価格形成の目的のために役立つかどうかという問題に対して、固定費が
存在するために真実の総原価が算定できないこと、通常価格は市場で与えられることを理由に、一般
的には役立たないと答えている。しかしながら、新製品の発売の場合や、橋やタービンの建設といっ
た個別生産の場合には、原価計算を通じて生産物に対する供給価格を決定する必要があるとしてい
る。その際算定される供給価格は、長期的視点に立てぽ、直接製造原価を回収するとともに固定費を
も回収することが確保されなけれぽならないという理由で、絶対的価格下限（absolute　Preisun・
tergrenz）のみを示す直接原価計算による算定を批判するのである。つまり、アクテは、基本的には
直接原価計算支持の立場にありながらも、価格形成目的に対しては全部原価の必要性を認めているの
である。そこで、．アクテは、固定費を支出作用性に基づいて区分し、次のような3つの価格下限を設
定し価格形成目的に対処しようとするのである。
　（1）（絶対的）価格下限＝＝直接製造原価
　（2）価格下限＝直接製造原価＋支出作用的固定費
　（3）価格下限＝直接製造原価＋支出作用的固定費＋支出非作用的固定費＝総原価
　アクテは、この支出作用性に基づく区分の必要性について次のように述べている14）。
　　「個々の原価種類への区分の上に、さらに支出作用的固定費と支出非作用的固定費へ区分するこ
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　とによって、原価回収の緊急性（Dringlichkeitsgrad）セこ対応した段階的な計算が可能となる。」
　以上みてきたことからもわかるように、段階的固定費回収計算を実施することによって、ある製品
の製造を促進したりあるいは中止したりするという製品計画や価格形成に対して、有効な資料が得ら
れると考えられる15）。
皿　段階的固定費回収計算に対する諸見解
　以上、段階的固定費回収計算の概要をアクテの主張を中心にみてきたわけだが、この計算方法に対
しては、他の研究者から幾多の支持論および批判論が展開されている。本章ではそうした各論者の主
張のうち主だったものを取り上げ要約・整理してみたい。
　そこでまず、支持論から取り上げることにする。
　ザィヒト（Seicht．　G）は、段階的固定費回収計算について、この計算が発生原因の基準に基づい
て固定費ブロック全体を個々のブロックへと細分することは疑いもなく正しいとし、限界原価計算の
本質的な進歩であるとしている16）。その理由としてザイヒトは、固定費を各ブロックに区分すること
にょって、各々の製品種類、製品グループ、原価部門、領域ごとに達成された貢献差益が、実際に経
営準備の保持を可能にするか否かを確知せしめうるという点を挙げている17）。つまり、個々の製品の
貢献差益のみからでは、1つの製品を促進すべきか除去すべきかといった問題や、どの程度促進すべ
きかといった問題に対する解決策は得られないとするのである。
　さらに、ザイヒトは、この計算を実施することによって次のような長所があるとしている18）。
　　「短期的な処理に対して必要とされる比例限界原価のみを知りうるだけではなく、中期的および
　長期的意思決定に対してより大きな重要性を持つ、長期的視野からみた除去可能準備費あるいは除
　去可能キャパシテa・コストを得ることができる。」
　このように、ザイヒトは、固定費を発生原因（つまり帰属計算可能性）に基づいて区分することに
は賛成している。しかしながら、後述するところであるが、支出作用性に基づく区分には批判論を述
べ独自の区分法を展開している。
　どころで、ザイヒトもそうであったように、その区分の基準を何に求めるかということは別にし
て、固定費を従来の直接原価計算のように一括して処理するのではなく、区分することによってより
有効な情報が得られるという観点からこの計算システムを支持する人は少なくない。たとえぽ、わが
国においても、小林哲夫教授や河野二男教授らがその点からの支持論を述べている。
　小林教授は、次のように述べている19）。
　　「全部原価計算に代って直接原価計算が主張された当初の時期においては、固定費の配賦に伴う
　恣意性を排除することが強調された反面、固定費は、ややもすれば一括的に処理されるという傾向
　があったことは否定できない。これに対して、近年においては、固定費のなかにおける種々の性格
　に応じた細分化された管理思考が主張されるようになった。…（中略）…したがって、上述の如き
　アクテの主張は、このような意味で、その一般的な考え方は支持されるぺきであろう。」
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　また、河野教授も次のように述べている20）。
　　「固定費を5ブロックに区分する段階的固定費回収計算は、短期的な価格政策に対する弾力性の
　観点においてそれなりに意味をもち、アクテの提案は従来の固定費を一括して処理する純粋限界原
　価計算を、この面で改善した点は高く評価されてよい。」
　さらに、この段階的固定費回収計算に対して高い評価を下している研究者として、ウンターグーゲ
ンベルガー（Unterguggenberger，　S）を挙げることができる。ウンターグーゲンベルガーは、段階
的固定費回収計算が、全部原価計算と直接原価計算の両者の性格を持つという点からの利点を述ぺて
いる。つまり、ウンターグーゲンベルガーによれぽ、最高管理者の意思決定が、経営の実体維持と成
長とを目的とした目的意思決定であり長期的意思決定であるのに対して、中間管理者の意思決定は、
部分的意思決定・手段意思決定であり短期的意思決定であるとする。このため、両者は意思決定に際
して異なる計算情報を必要とすることになる。最高管理者は、全部原価回収のための資料が必要とな
るので全部原価計算を必要とする。一方、中間管理者は、短期的利益最大化のみに役立つ直接原価計
算を必要とする。この両者の要請を果す原価計算システムが段階的固定費回収計算である、とウンタ
ーグーゲンベルガーは述べるのである21）。
　このように、かなり高い評価を得ている段階的固定費回収計算であるが、その反面、かなりの問題
点が指摘され改善策が試みられてきている。そこで、この計算システムの最大の批判者であるヴィレ
の見解からみていくことにする。
　ヴィレの批判を要約すれぽ、次の3点が特に重要なものであると思われる22）。
　（1）製品固定費は確かに正確に製品に帰属させられるが、製品グループ固定費はグループの個々の
　　製品種類に対して平均的固定費を負担させることになる。したがって、ある特定の製品の価格計
　　算に際して、決っして有効な配賦率が得られない。
　（2）個々の製品ないし製品グループに直接帰属させられない固定費を段階的に区分する場合、どの
　　ような配賦基準がとられるかという問題が存する。
　（3）帰属計算可能性に基づいて固定費を各ブロックごとに区分する場合、固定費に証愚番号をつけ
　て区分するというが、そのような特別な固定費の証愚はありえない。
　このような批判を通じ、ヴィレは、段階的固定費回収計算は、価格計算にも経営運営にも使用不可
能であるとする。さらにヴィレは、アクテの提案に対して次のように述べている23）。
　　「アクテの研究の功績は、限界原価のみで処理しようとする近代原価計算論者の眼を製造可能性
　と準備費および製品タイプ別原価（Typenkosten）という3者間に存在する関係に向けさせたこ
　とである。しかしながら、そこで提案された解決策は、直接原価計算の概念の欠陥を取り除くとい
　うことには役立っていない。というのも、その解決策は、せいぜい平均原価計算の給付単位計算の
　成果への接近をなしえただけであり、利益最大化を目指した『正しい』経営運営を導き出すことは
　できなかったからである。」
　以上のように、ヴィレは、激しくアクテの提案に対して批判しているわけだが、アクテ自身が反論
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しているように、ヴィレの批判は全部原価計算の立場からの批判であり、あくまでも直接原価計算の
立場に立つアクテとは根本的にその出発点からして異なっているということに注意すべきである。
　ついで、固定費を区分することには基本的に賛同しながらも、その区分の基準を段階的固定費回収
計算とは別のものに求める見解を示すことにする。
　シュバルツ（Schwarz，　H）は、固定費全体を5つに区分するのではなく、（1）特殊固定費と（2）一般
固定費とに区分するだけでよいとしている。この際、特殊固定費とは、拡張された発生原因原則を容
認する際に、1つの製品あるいは製品グループに間違いなく帰属計算可能な全ての固定費のことであ
るとする。したがって、領域固定費と企業固定費とは一般固定費としてみなすことができるとシュバ
ルツは述べている24）。ここでシュバルツは、原価部門固定費が特殊固定費と一般固定費とのいずれに
属するかということについては指摘していない。しかしながら、原価部門固定費の性格からして一般
固定費として取り扱うのが妥当だと考える。
　さらに、シュバルツは、固定費を支出作用性に基づいて区分することに触れ、これを基本的に正し
いものであると考えている。ただし、その区分が容易に行なわれえない場合には、これを全く放棄し
なけれぽならないであろうとし、必要とあらば特別計算を行なえぽよいと考えている25）。また、シュ
／§ルツは、間接費の配賦に関しても、それが2回以上行なわれない限り原則として認めている26）。
　このように、シュバルツの提案は、段階的固定費回収計算の単純化を目的としたものと考えられる
が、阪口要教授は、その考えを評して次のように述べている27）。
　　「Schwarzの意図は、補償貢献額計算の簡素化（Vergrδberung）を提唱し、何らかの形での補
　償貢献額計算と全部原価計算との結合という意味でのr伝統的全部原価計算への準拠』を主張する
　ことを通じて、補償貢献額計算に対する実務界の興味を引き起こそうとすることにあったと考える
　ことができる。」
　また、ザイヒトも、前述したように、固定費を帰属計算可能性の観点から区分することには賛同す
るものの、支出作用性の観点から区分することに対しては異議を唱え、それに代わるものとして、除
去可能性の観点から区分することを提案するのである。それによるとザイヒトは、固定費を、
　（1）短期的に除去可能な固定費
　（2）中期的に除去可能な固定費
　（3）長期的に除去可能な固定費
という3つに区分することによって、短期的にも長期的にも固定費回収を可能にする価格下限が算定
されると主張するのである28）。
　以上のように、段階的固定費回収計算に対する批判は、固定費を区分するということには基本的に
賛同しながらも、その区分基準に異議を唱えるという類のものが多いといえる。
　さらに、その他の面からの批判として、河野教授は」
　（1）この方法は不足操業を前提とするために能力の完全利用の問題が残されている。
　（2）固定費の段階的計算を行なう点は優れているが、その期間的分析が行なわれていない。
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といった点を挙げている29）。
結 び
　以上、段階的固定費回収計算に関して、アクテの主張を中心に取り上げながら考察してきた。
　そこでまず問題となるのは、固定費を段階的に処理する必要があるかどうかということであるが、
これは十分その必要性が認められると考えられる。というのも、固定費を段階的に処理することによ
って、従来の直接原価計算に比べ価格政策において弾力性が与えられるからである。
　では、固定費の区分に際して何を基準に行なうことが適切であろうか。
　まず、帰属計算可能性の観点から固定費を5つのブロックに区分する処理方法であるが、これは、
河野教授も指摘されているように、短期的な価格政策に対する弾力性の観点から有効性のある区分で
あり、とりわけ「多品種生産企業」に適した区分であると思う。しかしながら、シュバルツが指摘す
るように、5つの集塊にまで細分する必要があるかどうかという点には若干の疑問が残る。
　ついで支出作用性の観点からの区分についてであるが、この観点から区分された3つの価格下限の
うち、第2の価格下限（＝限界原価＋支出作用的固定費）によっては支出非作用的固定費がいかに回
収されうるかという問題が未解決のまま残っている。
　また、ザイヒトによって主張された除去可能性の観点による区分にしても、問題の範囲は、主とし
て現有設備の除去を考慮した価格下限問題に限定されており、その意味で特定の意思決定にしか役立
ちえないと考えられる。
　このようにみてくると、どの区分法にも何らかの問題点があることがわかる。アクテ自身も、「い
かなる観点が優先されるのかは、その時々に追求される目的に依存しており、区分しなけれぽならな
いということだけが確かなことである」30）として、帰属計算可能性の観点からの区分と支出作用性の
観点からの区分が絶対的なものであるとは考えていない。
　最後に私見としては、固定費を区分する場合には、まず、帰属計算可能性の観点から区分し、さら
にその後何らかの観点から再区分する必要があると考える。ただし、その際用いられる観点は、統一
的なものでなくその時々の経営目的に応じたものを用いれぽよいと考える。
　このように、段階的固定費回収計算は、直接原価計算を改善する1つの計算システムとして評価す
ることができる。
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